
連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第18期
（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

上記事項につきましては、法令及び当社定款15条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書
面）への記載を省略しております。

第18回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項



佐川急便株式会社 佐川ヒューモニー株式会社
ＳＧムービング株式会社 株式会社ワールドサプライ
佐川グローバルロジスティクス株式会社 ＳＧＨグローバル・ジャパン株式会社
ＳＧリアルティ株式会社 佐川アドバンス株式会社
ＳＧモータース株式会社 ＳＧシステム株式会社
ＳＧフィルダー株式会社 SG HOLDINGS GLOBAL PTE. LTD.
佐川急便国際物流 (深圳) 有限公司 SG SAGAWA VIETNAM CO., LTD.
SG SAGAWA AMEROID PTE. LTD. SG SAGAWA USA, INC.
上海虹迪物流科技有限公司 EXPOLANKA HOLDINGS PLC
EFL GLOBAL LLC EFL Container Lines, LLC
EXPOLANKA FREIGHT (VIETNAM) LTD Locher Evers International Inc
EXPO FREIGHT PRIVATE LIMITED EXPOLANKA FREIGHT LTD

Expo Freight (Shanghai) Limited Trans American Customs Brokers of 
Canada Ltd

PT EFL GLOBAL INDONESIA EFL Global Logistics Canada Ltd

Expofreight (Hong Kong) Limited EXPOLANKA FREIGHT (PRIVATE) 
LIMITED

EXPOLANKA FREIGHT (CAMBODIA) LIMITED EXPOLANKA FREIGHT DUBAI (L.L.C)

国家能源集団格尓木光伏発電有限公司

連結注記表
１　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　148社
主要な連結子会社の名称

　EXPOLANKA HOLDINGS PLCが、子会社14社を増加したことにより当連結会計年度か
ら連結の範囲に含め、子会社２社を減少したことにより連結の範囲から除外しております。
　EXPOLANKA HOLDINGS PLCが、AVS Cargo Management Services Pvt Ltdおよび
AMZ Logistics Solutions Private Limitedの株式を一部売却したため、連結の範囲から除外
し、持分法適用の範囲に含めております。
　佐川急便国際物流 (深圳) 有限公司は、2023年５月１日付で保利佐川物流有限公司から商
号変更しております。

②　非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社数　５社

主要な会社の名称

　EXPOLANKA HOLDINGS PLCが、AVS Cargo Management Services Pvt Ltdおよび
AMZ Logistics Solutions Private Limitedの株式を一部売却したため、連結の範囲から除外
し、持分法適用の範囲に含めております。

②　持分法非適用の非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

③　持分法適用の手続に関する特記事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　佐川急便国際物流（深圳）有限公司をはじめ在外連結子会社及び持分法適用の関連会社 計28
社の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、３月31日現在で実施した
仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
　その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ
　時価法

ハ．棚卸資産
・販売用不動産、商品、製品、仕掛品
　主として個別法による原価法
　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
・原材料
　主として総平均法による原価法
　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
・貯蔵品
　主として先入先出法による原価法
　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して
おります。

ハ．役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

ニ．その他の引当金
　役員株式給付引当金
　内規に基づく取締役及び執行役員への当社株式の交付等に備えるため、当連結会計年度
末における株式給付債務の見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
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ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとしております。過去勤務費用については、その発生時に費
用処理することとしております。

⑤　収益及び費用の計上基準
イ．デリバリー事業

　当事業の中心である宅配便事業では、重量別・配送地域別等の料金表を参照して配送サ
ービスを提供しており、顧客からの指定に基づき配送品を集荷し、荷受人へ送り届けるこ
とが履行義務であります。そのため、配送品の集荷から着荷までの間の進捗に応じて収益
を認識することが合理的であると判断し、当該履行義務の充足に伴って収益を認識してお
ります。
　また、「ＴＭＳ（Transportation Management System）」（以下「ＴＭＳ」とい
う）では顧客のニーズに合わせた最適な物流サービスを提供しており、主に輸送手段を貸
し切って配送品を直接指定された場所へ送り届けることが履行義務であります。そのた
め、顧客への提案に基づき個別に組成した輸送パッケージを役務単位として、配送品の集
荷から着荷までの間の進捗に応じて収益を認識することが合理的であると判断し、当該履
行義務の充足に伴って収益を認識しております。
　これらの対価は、役務に対する支配の移転から概ね２か月以内に受領しております。な
お、顧客との間で定めた取引条件や支払条件の中で受領する対価に重要な変動をもたらす
要素や重要な金融要素は含まれておりません。

ロ．ロジスティクス事業
　当事業では、主に流通加工サービス、物流センター・倉庫運営サービス等の３ＰＬ（サ
ードパーティー・ロジスティクス）や、通関業務受託・フォワーディングサービス等の国
際輸送を営んでおります。流通加工サービスや３ＰＬについては、顧客と合意した受託業
務の範囲・提供方法・期間に基づき役務を提供することが履行義務であります。そのた
め、提供する役務の進捗に応じて収益を認識することが合理的であると判断し、毎月の進
捗に基づき算定した金額を収益として認識しております。
　国際輸送については、顧客からのオーダーに基づいた海上・航空の輸送手段を保有する
キャリアを利用した輸送レーンの組成、輸送途上で必要となる通関手続及び貨物の保管等
の付随業務を役務として、輸送期間にわたり提供することが履行義務であります。そのた
め、提供する役務の進捗に応じて収益を認識することが合理的であると判断し、輸送期間
の経過に合わせて収益を認識しております。
　これらの対価は、役務に対する支配の移転から概ね３か月程度で受領しております。な
お、顧客との間で定めた取引条件や支払条件の中で受領する対価に重要な変動をもたらす
要素や重要な金融要素は含まれておりません。

ハ．不動産事業
　当事業では、主に物流施設を中心とした不動産の開発、賃貸、管理等を行っておりま
す。さらに、資産効率及び資金効率を高める観点から、当社グループが保有する物流施設
等の売却を行っております。当事業において計上する収益の多くは、不動産管理に係る役
務収入と不動産賃貸料収入、開発した物流施設等の売却に係る不動産販売収入（信託受益
権化による流動化取引を含む）であります。不動産賃貸料収入については、「リース取引
に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）等を適用しております。
　不動産管理に係る役務収入については、顧客と合意した受託業務の範囲・提供方法・期
間に基づき役務を提供することが履行義務であります。そのため、提供する役務の進捗に
応じて収益を認識することが合理的であると判断し、毎月の進捗に基づき算定した金額を
収益として認識しております。また、不動産販売については、顧客との譲渡契約に基づき
物流施設等の不動産を顧客へ引き渡すことが履行義務であります。そのため、物流施設等
の不動産に係るリスクと経済価値のほとんど全てが顧客へ移転した場合に収益を認識して
おります。
　顧客との契約から生じた対価は、役務等に対する支配の移転から概ね２か月以内に受領
しております。なお、顧客との間で定めた取引条件や支払条件の中で受領する対価に重要
な変動をもたらす要素や重要な金融要素は含まれておりません。
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繰延税金資産 21,582百万円

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用
しており、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を採
用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象…借入金利息、外貨建金銭債務

ハ．ヘッジ方針
　金利変動リスク及び為替変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行って
おります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場
変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。
　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しており
ます。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、その効果の発現する期間（５年～20年）で定額法により償却しております。た
だし、金額の重要性が乏しい場合は、のれんの生じた連結会計年度の費用としております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　グループ通算制度の適用
当社および一部の国内連結子会社では、グループ通算制度を適用しております。

⑸　重要な会計上の見積り
①　繰延税金資産の回収可能性

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内
で認識しており、その回収可能性がないと考えられる部分については、評価性引当額を計
上しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、取締役会の承認を受けた中
期経営計画等に基づき、課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積っております。これ
らの見積りは将来の不確実な経済状況及び当社グループの経営状況の影響を受け、課税所
得の実際の発生時期及び金額が見積りと異なった場合や、見積りにおいて予定していない
資産の処分等が実施又は計画された場合等には、翌連結会計年度以降の連結計算書類にお
いて認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改
正により実効税率が変更された場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識
する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 211,055百万円

受取手形 267百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 579,787百万円
借入実行残高 863百万円
差引額 578,923百万円

２　連結貸借対照表に関する注記

⑵　期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な
お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、当連結会計年度末残高に含めた期末
日満期手形の金額は、次のとおりであります。

⑶　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社においては、資金の効率的な調達を行うため取引銀行15行と当座貸越契約及び貸出コミ
ットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

発行済株式
普通株式 640,394,400 － － 640,394,400
自己株式
普通株式 10,179,132 4,769,200 21,493 14,926,839

決議 株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月19日
取締役会 普通株式 16,385 26.0 2023年３月31日 2023年６月５日

2023年10月27日
取締役会 普通株式 16,262 26.0 2023年９月30日 2023年11月27日

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月20日
取締役会 普通株式 利益剰余金 15,636 25.0 2024年３月31日 2024年６月６日

３　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項並びに自己株式の種類及び株式数に関す
る事項

（単位：株）

（注）１．自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加4,769,200株であります。
２．自己株式の減少は、当社を退任した取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対する業績連動型株

式報酬としての自己株式の処分による減少21,493株であります。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる
もの
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４　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達してお
ります。一時的な余資は、主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を
銀行借入により調達しております。デリバティブ取引については、後述するリスクを回避す
るために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されております。
　営業債務である支払手形及び営業未払金並びに預り金は、１年以内の支払期日でありま
す。なお、外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに晒されておりますが、この
うち一部は為替予約取引を利用してリスクをヘッジしております。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で連結決
算日後４年であります。なお、変動金利による借入金については、金利の変動リスクに晒さ
れておりますが、このうち一部は金利スワップ取引を利用してリスクをヘッジしておりま
す。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした為替予約取引及び借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金
利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計の要件を満たしているデリバティブ取引につ
いてはヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッ
ジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１　連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項に関する注記　⑷　会計方針に関する事項　⑥　重要なヘッジ会計の方
法」に記載しております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、新規の取引先及び既存の取引先の状況に対して定期的にモニタリング
を行うとともに、取引相手ごとに期日及び残高を管理し、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引については、高格付を有する金融機関に取引相手先を限定しているた
め信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを抑制するために、為替
予約取引を利用しております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため
に金利スワップ取引を利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規
程に基づいております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更
新するとともに、適正な手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券
その他有価証券　（＊1） 18,532 18,532 －
長期借入金　　　　（＊2） 43,265 43,313 47

区分 連結貸借対照表計上額（＊1）
非上場株式 2,983

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券（＊1） 10,222 － － 10,222

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお
りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）１．ご参
照）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、営業未収金及び契約資産、支払手
形及び営業未払金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

（単位：百万円）

（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第
24-９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が8,310百万円含まれております。

（＊２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注）１．市場価格のない株式等
（単位：百万円）

（＊1）非上場株式については、「投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、次の
３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算
定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用
いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（＊１）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなす投資信託に
ついては含めておりません。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は8,310百万円であります。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 43,313 － 43,313

期首残高
当期の損益又はその他の包括利益 購入、売却、

発行及び決済
の純額

期末残高
損益に計上 その他の包括利益

に計上（＊1）
7,978 － 332 － 8,310

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
・投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
・長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した
利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており
（上記　⑴　②　に記述の「デリバティブ取引」ご参照）、当該金利スワップと一体と
して処理された元利金の合計額を用いて算定しております。

（注）２．投資信託の期首残高から期末残高への調整表は次のとおりであります。
（単位：百万円）

（＊１）連結貸借対照表の「その他の包括利益累計額」の「その他有価証券評価差額金」に計上しておりま
す。

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度期首
残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

16,277 △739 15,538 27,730

５　賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
　当社の連結子会社では、東京都その他の地域において、主に賃貸用の物流施設（土地を含
む）を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は△98百
万円（賃貸収益は営業収益に、賃貸原価は営業原価に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のと
おりであります。

（単位：百万円）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　　　２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は取得によるもの（36百万円）、主な減少額は減価償却

によるもの（536百万円）、科目振替によるもの（239百万円）であります。
　　　３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に

基づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。また、当連結会計年度に新規取得したものに
ついては、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時価として
おります。
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報告セグメント 主要商品及びサービス

デリバリー事業
宅配便（飛脚宅配便、飛脚ラージサイズ宅配便、飛脚クール便、特
定信書便、納品代行）、メール便（飛脚ゆうメール、飛脚ゆうパケ
ット便）、ＴＭＳ（飛脚国際宅配便、引越、ルート配送、チャータ
ー輸送、設置輸送、美術品輸送、食品輸送）

ロジスティクス事業
流通加工、物流システム構築、在庫保管・入出庫管理、物流センタ
ー運営、ＴＭＳ（ルート配送、チャーター輸送、国際宅配便）、国
際航空・海上輸送、通関代行

不動産事業 不動産賃貸・管理、不動産開発、資産管理・運用、再生可能エネル
ギー供給

デリバリー
事業

ロジスティ
クス事業 不動産事業 その他 合計

顧客との契約から
生じる収益 1,022,174 205,923 8,748 55,743 1,292,589

その他の収益 6,355 13,838 3,874 281 24,350

連結損益計算上の
営業収益 1,028,530 219,761 12,623 56,024 1,316,940

６　収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入
手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討
を行う対象となっているものであります。
　当社グループは、純粋持株会社の当社傘下の連結子会社を商品及びサービスの内容に応じて
３つの事業に区分し、経営管理を行っております。
　したがって、当社グループは当該区分を基礎とした、「デリバリー事業」、「ロジスティク
ス事業」、「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。

　報告セグメントごとの主要商品及びサービス

　報告セグメントごとの営業収益及び収益の分解情報は次のとおりであります。
（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　⑷　会計方針に関
する事項　⑤　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　重要な契約資産及び契約負債の残高はありません。

⑴　１株当たり純資産 923円33銭
⑵　１株当たり当期純利益 92円98銭

７　１株当たり情報に関する注記

８　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１　重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．関係会社株式
　移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法

②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　デリバティブ
　時価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
②　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま
す。

③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付引
当金及び退職給付費用の処理方法は次のとおりであります。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理することとしております。過去勤務費用については、その発生時に費用処理す
ることとしております。

④　その他の引当金
　役員株式給付引当金
　内規に基づく取締役及び執行役員への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末にお
ける株式給付債務の見込額を計上しております。
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繰延税金資産 179百万円
繰延税金負債 △2,767百万円
繰延税金負債の純額 △2,587百万円

⑷　収益及び費用の計上基準
　純粋持株会社として、子会社からの経営指導料及び配当金・利息収入を収益に計上しており
ます。経営指導料については、子会社との間で取り決めた経営指導事項に基づき定常的に役務
を提供することが履行義務であることから、提供する役務の進捗に応じて収益を認識すること
が合理的であると判断し、毎月一定の計算条件で算定した金額を収益として認識しておりま
す。また、配当金・利息収入については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10
号　2019年７月４日）等を適用しております。
　なお、子会社との間で定めた取引条件や支払条件の中で受領する対価に重要な変動をもたら
す要素や重要な金融要素は含まれておりません。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
　なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用し
ております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金利息

③　ヘッジ方針
　金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変
動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。
　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま
す。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理
　計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結計算書類
とは異なっております。
②　グループ通算制度の適用
　　グループ通算制度を適用しております。

⑺　重要な会計上の見積り
①　繰延税金資産の回収可能性
イ．当事業年度の計算書類に計上した金額

ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内
で認識しており、その回収可能性がないと考えられる部分については、評価性引当額を計
上しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、取締役会の承認を受けた中
期経営計画等に基づき、課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積っております。これ
らの見積りは将来の不確実な経済状況及び当社の経営状況の影響を受け、課税所得の実際
の発生時期及び金額が見積りと異なった場合や、見積りにおいて予定していない資産の処
分等が実施又は計画された場合等には、翌事業年度以降の計算書類において認識する繰延
税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率
が変更された場合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に
重要な影響を与える可能性があります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 268百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 579,787百万円
借入実行残高 863百万円
差引額 578,923百万円

①　短期金銭債権 15,471百万円
②　長期金銭債権 168,796百万円
③　短期金銭債務 171,795百万円

２　貸借対照表に関する注記

⑵　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社においては、資金の効率的な調達を行うため取引銀行15行と当座貸越契約及び貸出コミ
ットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　営業取引による取引高
営業収益 47,666百万円
営業原価 183百万円
一般管理費 1,193百万円

②　営業取引以外の取引高 11百万円

３　損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

普通株式 14,926,839株

４　株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

繰延税金資産
退職給付引当金 134百万円
役員株式給付引当金 128百万円
その他 55百万円
繰延税金資産　小計 318百万円
評価性引当額 △138百万円
繰延税金資産　合計 179百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △2,379百万円
　未収還付事業税 △388百万円
繰延税金負債　合計 △2,767百万円
繰延税金負債の純額 △2,587百万円

５　税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等
の名称 所在地

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有割合
(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 佐川急便㈱
京都府
京都市
南区

11,275 貨物自動車運送業
直接
100.0

経営指導及
びグループ
ファイナン
ス

役員の兼任
２名

※１
ロイヤリティ
の受取 6,982 営業未収金 662
※３
ＣＰＳ資金の
預かり － 短期借入金 144,130
※２
利息の支払 156 － －

子会社 ＳＧリアルテ
ィ㈱

京都府
京都市
南区

20,000
不動産賃
貸・管理
業

直接
100.0

経営指導及
びグループ
ファイナン
ス

役員の兼任
１名

※４
資金の貸付 － １年内回収予定

の長期貸付金 8,422
※２

利息の受取 3,453 長期貸付金 163,294

子会社 佐川アドバン
ス㈱

東京都
江東区 27

商品販売
業・保険
代理業

直接
100.0

経営指導及
びグループ
ファイナン
ス

役員の兼任
１名

※３
ＣＰＳ資金の
預かり － 短期借入金 7,416

※２

利息の支払 7 － －

子会社 ＳＧフィルダ
ー㈱

東京都
江東区 100 人材サービス業

直接
100.0

経営指導及
びグループ
ファイナン
ス

※３
ＣＰＳ資金の
預かり － 短期借入金 7,741
※２
利息の支払 6 － －
資金の貸付 － 短期貸付金 －

１年内回収予定
の長期貸付金 858

※２
利息の受取 164 長期貸付金 855

６　関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

（注）１．上記金額のうち、期末残高には消費税等が含まれております。
　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

※１．ロイヤリティは、グループ会社の外販売上高に料率を乗じて徴収額を決定しております。
※２．資金の貸借に係る利率は、市場金利を反映して合理的に決定しております。
※３．ＣＰＳ（キャッシュプールシステム）取引については、日々資金取引が発生するため、期末残高の

みを記載しております。ＣＰＳは、ＣＭＳの主な機能であり、グループ企業間の資金集中・配分を
行うものであります。

※４．返済条件は、主に期間１～30年、主に元金均等返済としております。なお、担保の提供は受け入れ
ておりません。

７　収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１　重要な会計方針に係
る事項に関する注記　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑴　１株当たり純資産 542円89銭
⑵　１株当たり当期純利益 62円38銭

８　１株当たり情報に関する注記

９　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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